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はじめに

　転倒による労働災害は、職場における事故の中でも特に頻繁に発生する問題の一つです。
日本国内の労働災害の多くは、転倒が原因であり、これにより多くの労働者が死傷し、業務
の停滞や経済的損失を引き起こしています。転倒防止に向けた取り組みは、ますます重要な
課題となっています。

　このようなことから、国が定めた第14次労働災害防止計画（14次防）では、転倒予防対策
が重点項目の一つとなっています。中央労働災害防止協会では、その一環として、転倒によ
る労働災害防止活動に積極的に取り組んでいる具体的な対策事例を収集して、事例集を作
成し幅広く普及啓発を行うこととしました。

　厚生労働省が公表した「事業場の安全衛生対策の取組に係るアンケート調査の結果」（令和
4年11月調査実施）では、何らかの転倒防止対策に取り組んでいる事業場の割合が83.5％で
あるのに対し、整理・整頓・清掃などの対策だけでなく、転倒しにくい身体づくりや転倒した
際に怪我をしにくい身体づくりにも取り組んでいる事業場は5％となっています。

　転倒災害は高年齢の女性に多く見られ、身体機能等の影響が大きく出るとされているこ
とから、転倒による労働災害を予防するためには、体操・運動の実施、体力測定等を行うこと
が有効な取り組みとなるため、こうした事例を収集することとしました。

　各事例には、転倒防止に向けた具体的な取組内容や、その成果、さらにそれに至る過程で
の学びが含まれています。これらの取り組みを参考にしていただき、皆様の事業場で労働災
害の防止活動に役立てていただければ幸いです。

　安全な職場環境の実現は、すべての労働者が安心して働くための基本です。本書がその一
助となり、労働災害のない社会の実現に向けた一歩となることを願っています。

　最後に、本事例集の作成に当たって、ヒアリング調査にご協力いただき、取り組み内容の
掲載をご快諾いただいた企業及び団体の皆様方に心より御礼申し上げます。

令和７年３月
中央労働災害防止協会
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　労働災害における「転倒」は増加傾向を示していて、2023年の休業４日以上の死傷者数
は36,058人に上り、全体の４分の1（26.6％）を占め、事故の型別でもっとも多く発生して
いる（図1）。

図１ 事故の型別労働災害発生状況（2023年）

中央労働災害防止協会
健康快適推進部
ヘルスケアトレーナー
専門役 飯田 源

全体的な傾向

転倒災害の状況

～身体的要因の対策について～
転倒による労働災害を防ぐために

休業4日以上の死傷災害135,371人（新型コロナ除く）（2022年：132,355人）

資料出所:厚生労働省「労働災害発生状況」より作成
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　事故の型別の割合の年次推移によると2005年から「転倒」がトップで、その割合も増加
傾向にある（図2）。

令和５年 高年齢労働者の労働災害発生状況（厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課）

資料出所：厚生労働省 職場のあんぜんサイトより作成

図２ 死傷災害発生状況（死亡災害及び休業４日以上）
事故の型別の構成割合の年次推移

　事故の型別・年齢階層別・男女別の千人率における「転倒による骨折等」は、年齢を重ねる
と増加傾向にあり、特に女性の60歳以上は20代の約15倍の発生率となっていて、労働者の
高齢化に伴う転倒災害の増加が懸念される（図３）。
　これは一般に加齢に伴って筋力等が低下し、転倒しやすくなることが考えられる。特に女性
は、骨密度が低下しやすい傾向があり、転倒した場合に骨折してしまうこともある。骨折の
部位によっては寝たきりにつながる可能性や、転倒して頭を打った場合は、ときに生命にか
かわることもあり、特に注意が必要である※。

図３ 事故の型別・年齢階層別・男女別の千人率（令和５年）

転倒災害の傾向

※（参考図書）澤田京樹.特集,加齢と向き合い、転倒災害を防ぐ:総論　転倒災害のいま.安全と健康.中央労働災害防止協会.2024,Vol.25,no.11,p.17-19.
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　労働者死傷病報告の転倒災害の休業見込日数の平均（休業4日以上）は、2023年は48.5日
であった。このことは、転倒による負傷で平均1.5カ月以上の長期にわたり休業に至ってい
ることになり、被災者本人や事業者、さらには社会の大きな損失となっている※。

転倒災害の社会的影響

　厚生労働省で、転倒災害に関する労働者死傷病報告を一定数抽出して読み込み、転倒の状
況(2021年分)を分析した。その結果、転倒の仕方は、つまずき系が約4割、滑り系が約3割で
あった。踏み外し系は、ほぼ平面上の転倒の原因としては、多くなかった（一定の高さのある
段差を踏み外して転落したものは、転倒ではなく墜落 転落に分類される）※。

転倒の仕方はつまずき系が約4割、滑り系が約3割

　つまずきの原因で、最も多かったのは「(物理要因としては)特にない」であった。何もない
ところで足が上がらず床につまずいて転倒したものや、足がもつれて転倒したというもの
が最も多く、約1割を占めていた※。

　転倒災害は、移動中だけ発生している訳ではないということも分かった。移動のための歩
行中に発生したと判断できるものは約7割であったが、残りの約3割は、狭い範囲を動く作
業中と思われるときに発生していた※。

　これらのことから、「急いでいると転びやすいので慌てず注意して歩く」というのは、必ず
しも有効な対策とはいえないということである。特につまずくような物がなく、足が上がら
ず転倒したものや、足がもつれて転倒したというケースへの対策としては、転倒しにくい身
体づくり (身体機能の維持向上)を進めることが必要な対策と考えられる※。

　また、高齢化による転倒災害増加は、身体機能の低下が要因の一つと考えられ、特に平衡
機能（バランス能力）および伸脚力（脚全体の筋力）が低下すると姿勢バランスを崩しやす
く、そのとき身体を支える筋力が衰えていると転倒につながる（図4）。

つまずきの原因

転倒災害の原因

※（参考図書）澤田京樹.特集,加齢と向き合い、転倒災害を防ぐ:総論　転倒災害のいま.安全と健康.中央労働災害防止協会.2024,Vol.25,no.11,p.17-19.
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図４ 加齢による心身機能の変化
20～ 24歳ないし最高期を基準としてみた55～ 59歳年齢者の各機能水準の相対関係（％）

高齢者の労働能力（労働科学叢書53）；斉藤一、遠藤幸雄：労働科学研究所 1980 年

　第14次労働災害防止計画において、転倒災害対策としてハード・ソフト両面からの対策
に取り組む事業場の割合を50％とアウトプット指標を掲げているが、転倒しにくい身体づ
くりや転倒した際に怪我をしにくい身体づくり（ソフト的な対策）にも取り組んでいる事業
場は5％というのが現状である。

　身体機能の低下を把握するための体力測定、身体機能の低下を防ぐ筋力トレーニングな
どは、一例として以下のとおり。

　自らの身体機能の変化に気づき、転倒等のリスクを把握する方法として、「転倒等リスク
評価セルフチェック票」（巻末資料1）の活用を推奨している。
　本セルフチェック票は、質問票による身体機能の自己認識と身体機能計測（体力チェック）
結果からの差を見て（巻末資料2　転倒等リスク評価セルフチェック票の解説）、身体機能
計測結果より自己認識が上回ると自分が考えている以上に衰えている状態に気づくことが
できるツールとなっている。
　身体機能計測（体力チェック）について、そのポイント（用意する物、実施上の注意、測定の
ポイント等）を、わかりやすく解説する動画を無料で公開している（巻末資料3）。

体力測定（転倒等リスク評価セルフチェック）

身体的要因の対策例
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　身体機能の低下（筋力、バランス能力、俊敏性の低下）を改善するために開発された体操
は、転倒予防の有効な手段と考えられ、当事例集で紹介させていただいたとおり、各社で
様々な転倒予防体操が開発されている。

筋力トレーニング（転倒予防体操等）

　中央労働災害防止協会では「高年齢労働者の転倒・腰痛予防から労務管理までを学ぶセミ
ナー」および各事業場からの依頼によって実施する90分程度の「転倒災害防止セミナー」等
において、参加者に「転倒等リスク評価セルフチェック票」（巻末資料1）を体験してもらい、
参加者自身の身体機能の把握、事業場での展開方法などを伝えている。90分程度の「転倒災
害防止セミナー」の概要は以下のとおり。
　１． 転倒リスクの要因
　２． 身体機能低下と労働災害
　３． 転倒等リスク評価セルフチェック（体験）
　４． 身体機能の低下を防ぐ（筋力トレーニング等の体験）
　「転倒災害防止セミナー」では、筋力を維持向上させるトレーニングを紹介して体験して
もらう。トレーニングを継続することによって筋力を維持向上させることは高年齢者でも
ある程度期待できることから、体験を含めてセミナー内で紹介している（図５）。

　なお、2024年1月に厚生労働省から公表された「健康づくりのための身体活動・運動ガイ
ド2023」の中でも、週２~３日筋力トレーニングを行うことを推奨している。筋力トレーニ
ングは転倒による骨折などの怪我を予防するだけでなく、心血管疾患、がん、糖尿病の発症
リスクを低減すると言われている。

肩幅くらいに足を
開き、手を頭の後ろ
で組む

背中を真っすぐに
して、お尻を後ろ
に突き出すように
膝を90度くらい曲
げる

大腿前面
・椅子にしっかり腰掛け、
　椅子の端をつかむ
・片方の膝をゆっくり伸
　ばす（左右実施）

大腿つけ根
・椅子にしっかり腰掛け、
　椅子の端をつかむ
・片方の膝をゆっくり上げ
　る（左右実施）

今後も高い割合を示すことが考えられる転倒災害を防止するため、ハード・ソフト両面か
らの対策は必要であるが、特に取組が進んでいないソフト面の対策は今後の課題であり、本
事例集を参考に取組を強化することが期待される。

転倒災害防止セミナー

図５ 筋力トレーニング
立位筋力トレーニング（大腿前・臀部） 椅子筋力トレーニング（大腿）
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資料１ １分間体操の手引書

１ 企業情報
企業名:イオン株式会社 
労 働 者 数
平 均 年 齢
年 代 別 の 割 合

性 別 割 合  
正社員、契約社員
アルバイト・パートの割合
業 務 内 容

488人
49.3歳（2024年2月29日）
10代：0%、20代：3％、30代：19%、40代：28％、50代：36％、
60代以上：14%
男性：62％、女性：38％

正社員：93％、パート：7％

純粋持株会社

イオン株式会社、イオンリテール株式会社
理学療法士を活用した年齢に関係なく安全に活躍し続ける人材育成での転倒災害防止活動

～「イオンで働くと健康になる」の実現に向けて～

イオン株式会社、イオンリテール株式会社 目次

事例1

該当項目を
クリックすると
移動します

事例1

移動先から戻るには
キーボードの
 Alt   +  ←
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出典：SAFEコンソーシアム　アワード　令和５年度SAFEアワード取組事例集79ページ

イオンリテール株式会社 × 日本理学療法士協会

https://safeconsortium.mhlw.go.jp/sc/pdf/award/award2023_entrylist.pdf

2 労働災害等の発生状況
　転倒経験者の人数：
　　過去1年間に仕事中に転倒した経験があるのは、545名中90名（約17%）であった。
※545名は事前問診及び体力測定会（以下３（３））に参加した解析対象者で、体力測定会
の問診時に確認した。

以下の取り組みは、SAFEコンソーシアム（巻末資料6　厚生労働省主催）令和5年度
（2023年）SAFEアワードの企業等間連携部門でゴールド賞を受賞されました（図1）。

図1

事例1

企業名:イオンリテール株式会社 
労 働 者 数
平 均 年 齢
年 代 別 の 割 合

性 別 割 合  
正社員、契約社員
アルバイト・パートの割合
業 務 内 容

113,410人
49.8歳（2024年10月20日）
10代：２%、20代：11％、30代：9%、40代：17％、50代：31％、
60代以上：30%
男性：26％、女性：74％

正社員：19％、パート：81％

総合小売業
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3 取り組み内容

　取り組みを開始するにあたり、イオンリテール株式会社の２つの店舗にて理学療
法士とともに作業調査と作業環境調査を実施した。特に、荷卸し、水産加工場や惣菜調
理場などのバックヤードの作業姿勢や作業環境など、高年齢労働者の身体特性（明暗
順応や平衡機能、空間認知など）への配慮などを念頭に置きながらチェックを行った。
　結果は、整理整頓が徹底されていたが、照度にムラがありバックヤードが暗い場所
もあり、足元に複数の危険が在ることが分かった。

　小売業の転倒災害対策をする上で、課題の把握及び対策の効果検証をすることを
目的に２つの店舗で、アンケート調査および体力測定会を実施した。

（１）事前の作業チェックと評価の実施

（２）アンケート調査および体力測定会の実施

　体力測定会の案内チラシにQRコードを掲載して、測定前に従業員に回答依頼を周
知した。アンケートの主な内容は以下の通りである。
・過去1か月の健康状態と仕事への影響度（労働生産性）、欠勤日数
・運動実施の有無（週1回以上、1回に15分以上の運動）
・過去1年間の転倒歴（仕事中を含む）、転倒恐怖感
・過去1年間の腰痛、ひざ痛、首肩痛の有無と仕事への影響

（２）－１ アンケート調査

　理学療法士が担当し、従業員1名に担当の理学療法士1名を決め、マンツーマンの
体制とした。安全のため体調の確認と血圧測定を実施した。また測定前に準備体操を
行った。
　体力測定の内容は業務時間中に実施することから、従業員一人当たりの測定会の
拘束時間を30分以内に収められるように、測定項目及び運営について調整を行った。
体力測定の項目は、厚生労働省の転倒等リスク評価セルフチェック票（巻末資料1
及び巻末資料2）や中央労働災害防止協会の身体機能計測のポイント等を解説
する動画（巻末資料3）を参考に、小売業の特性や店舗での実施可能性などを踏まえ
て以下の項目を実施した。

（２）－２ 体力測定会

事例1

イオン株式会社及びイオンリテール株式会社において、定年延長・撤廃に向けた労働者の
労働災害防止の取り組みの一つとして身体機能の維持向上及び、一人一人の従業員の健康
の保持増進による生産性向上が重要と考え、公益社団法人日本理学療法士協会（東京都港区
六本木7-11-10,会長斉藤秀之,理学療法士の職能団体で会員数約13万人)と共同で「理学療
法士を活用した年齢に関係なく安全に活躍し続ける人材育成」として、2021年から増加傾
向にある転倒災害を予防するための取り組みを行っている。
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・注意・処理力：Trail Making Test
・敏捷性：座位ステッピングテスト
・筋力・平衡性・柔軟性の総合力：2ステップテスト（Ａ４サイズのバインダーを両手
で水平に持ち足元が見えないようにしてダブルタスクにて実施）
・下肢筋力：片脚起立
・柔軟性：立位体前屈
・平衡性：片脚立位(開眼・閉眼)
・骨密度：超音波にて評価
　対策の効果判定も兼ねていることから、体力測定会は初回測定から約半年後に再
度同様の内容を２つの店舗で実施した。

図2

事例1

　従業員個人に対しては、体力測定の直後に理学療法士から測定結果についての説
明と個別指導を行った。さらに、体力測定会の集計結果について、管理者へ会議の場
で周知し、さらにポスターを作成し従業員にもフィードバックを行った。また、アン
ケート結果の内容と体力測定を通じて、従業員に腰痛の症状がみられ、体力、特に平
衡性が低下している所見（図2）に着目し、対策を考えることになった。

（２）－3 初回アンケート調査及び体力測定会の結果

出典：SAFEコンソーシアム　アワード　令和５年度SAFEアワード取組事例集79ページ
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図3

　体力測定会後に、理学療法士から従業員個々に対して測定結果の説明を行ったが、
より個人への訴求を高め、行動変容につながるように、従業員向けの転倒腰痛予防セ
ミナーを実施した。また、冒頭の作業チェックの内容と合わせて、必要な体力につい
て周知を図った。開催時間は、働く時間やシフトが多様であることから、1日3回を3
日間開催することで、参加しやすいように配慮をした。さらに、勤務時間内での参加
を認めていることから、1回あたりの研修時間を45分、参加人数を最大15名までと
し、業務に支障が生じないように調整した。3日間で延べ90名の方がセミナーに参
加した。

（４）－１ 実施方法
　（２）－３の結果などから、集団へのアプローチとして、始業時に理学療法士の監修
で1分間でできる体操（以下「1分間体操」）を作成した（図3）。1分間でできることで
気軽に実施でき、従業員の負担と業務時間内での実施による業務への影響を極力少
なく配慮した。始業時体操の利点としては、身体の反応が良くなりケガの予防につな
がることや、自分自身の毎日の調子がわかること、そして従業員同士の体調などを知
るきっかけになり、仲間意識が高まるということがある。

（３）従業員向け転倒・腰痛予防セミナーの実施

（４）1分間体操について

事例1

出典：SAFEコンソーシアム　アワード　令和５年度SAFEアワード取組事例集79ページ
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事例1

１分間体操の構成は次のとおりであった。
1分間体操（詳しくは当事例文末資料１）
⓪腕振りと足踏み
①もも上げ膝肘（筋力・バランス・転倒予防）
②片脚立位バランス（バランス・転倒防止）
③前方踏み込み（筋力・バランス・転倒予防）
④体前屈（柔軟性・腰痛予防）
⑤体後屈（柔軟性・腰痛予防）
⑥変身ポーズ（柔軟性・腰痛予防）
⑦深呼吸
体操の実施時間について、店舗の事情などから転倒予防と腰痛・肩こり予防とに分
けた短時間のバージョンも作成した。
 ・転倒予防バージョン
⓪腕振りと足踏み　①もも上げ膝肘　②片脚立位バランス　③前方踏み込み
⑦深呼吸
 ・肩こり腰痛予防バージョン
⓪腕振りと足踏み　④体前屈　⑤体後屈　⑥変身ポーズ　⑦深呼吸

（４）－2 効果
　従業員に1分間体操の感想を尋ねると、「楽しくやれている」「特に大変ではない」
「始業前に軽く体を動かせるので良い」「みんなやっているので恥ずかしくない」「体
操は自分のためにやっている」等の比較的肯定的な意見があった。また、体操実施後
は、自然と明るい表情になったとの声も聴かれ、管理者の印象も良好であった。
　以上の２店舗における取り組みの結果を踏まえ、2023年度に1分間体操を35店
舗に展開した結果、この35店舗では転倒災害が1年間で15.9％減少した。また、体操
の実施の有無は転倒歴の報告が12％減少することと関連した。

（４）－3 スムーズな体操導入のポイント
　集団での体操実施、記録、そして体操後の爽快さが実施を後押しすることから、以下
の体操導入のポイントを参考にしていただきたい。
ア 責任者（店長等）が転倒予防の宣言をする
イ 場所の確保をする
ウ 体操動画を流し続ける（シフト勤務の従業員が各自で体操実施できる環境をつくる）
エ 意欲を引き出すリーダー役を任命する
オ 記録する（体操の実施を記録する）
カ 体力測定を実施する（自身の体力を見直す機会を与える）
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４ 当事例を自社で導入するには

事例1

（４）－4 継続のポイント
ア 体操を実施する時間・場所を確保する
イ 体操を覚えるまでは、動画や紙の資料などが必要になる
ウ 1分間体操を業務命令として実施させることを恐れずに実践する
体操を実施する初期に、「恥ずかしい」などとの訴えがあったが、継続することで
　「実施して良かった」との感想が示された。また、体操は効果があったことから労
　　使ともに良い感想が生まれている
エ 広報をする
廊下や休憩室、更衣室などに実施結果等をわかりやすくポスターにして掲示する

　職場や従業員の状況を把握するため、作業調査と作業環境調査（上記３（１））、従業員のア
ンケート調査（上記３（２）－１）および体力測定（上記３（２）－２）を行う。その後、これらの
調査結果を基にした内容や効果（当事例の体操導入の効果（上記３（４）－２）等を従業員向
けにセミナーを開催して意識づけを行う。ただし、調査や測定する項目が自社の特色に合っ
ているか、変化を把握できる項目かなどを考慮する。
　体操の導入及び継続については、体操導入のポイント（上記３（４）－３）、継続のポイント
（上記３（４）－４）を参考にして実施する。
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１ 企業情報
２ KBBCにおける労働災害の発生状況
３ 取り組み内容
　（１）取り組みのきっかけ
　（２）導入方法、体制
　（３）実施方法
　（４）工夫していること

①動画制作 ②動画の内容 ③熱意を持って伝える ④視聴率
　（５）効果
①社員の評価 ②転倒災害件数の減少 ③動画の活用

　（６）今後の取り組み
①動画の啓発の頻度・内容

　（７）課題
①動画の倍速再生 　②労働災害減少のエビデンスについて
③社員からの意見に対する取り組み

４ 当事例を自社で導入するには
　（１）動画について
　（２）定期的に全員が受講できる仕組み作り

１ 企業情報
実施会社名
労 働 者 数
平 均 年 齢
年代別の割合

性 別 割 合   
事 業 内 容   

勤 務 形 態
※KBBCの親会社である花王グループカスタマーマーケティング株式会社（以下KCMK）が
人事・管理サービスを提供している

花王ビューティブランズカウンセリング株式会社（以下KBBC）※
約5,000人 うち美容部員約3,800人（2024年1月）
約40歳（約5,000人の平均年齢）
20代～ 40代：80.2%、50代：19.6％、
60代以上：0.2%（約5,000人の割合）
男性：約1％、女性：約99％（約5,000人の割合）
花王の化粧品事業のカウンセリングブランドに関する美容情報、
商品情報及び美容技術等の提供業務並びに販売補助業務の受託
昼勤

花王グループカスタマーマーケティング株式会社
全国の美容部員向けに転倒災害防止啓発の動画を自主制作
～いかに転倒災害へ当事者意識を持っていただくか～

花王グループカスタマーマーケティング株式会社 目次

事例2

該当項目を
クリックすると
移動します

事例2

移動先から戻るには
キーボードの
 Alt   +  ←
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出典：SAFEコンソーシアム アワード 令和５年度SAFEアワード取組事例集14ページ
https://safeconsortium.mhlw.go.jp/sc/pdf/award/award2023_entrylist.pdf

2 KBBCにおける労働災害の発生状況
　（１）転倒災害（不休以上、通勤災害を含む）
　　　2022年から2023年にかけて件数は約半減

3 取り組み内容

以下の取り組みは、SAFEコンソーシアム（巻末資料6、厚生労働省主催）令和5年度
（2023年）SAFEアワードの転倒災害防止部門でゴールド賞を受賞されました。そ
の取り組み内容をご紹介します。

　KBBCの労働災害は転倒災害が最も多く、中でも美容部員（百貨店・量販店等の店頭で美
容情報・美容技術の提供や販売の補助を行う）の転倒災害が増加傾向にあったことから、
KCMKが取り組みを開始した。
　当事者意識を持ってもらうことを目的に、全国の美容部員約3,800名に対し、転倒防止の
ための動画（10分×年3回）を自主制作し、全員が視聴できる仕組み作りを行った。
　その結果、2022年は20件の転倒災害が2023年は7件（2023年1～ 10月）となり、65％
減少した（図１）。

図1

事例2
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　KBBCで発生している労働災害の中で、取り組みの開始当時、最も多かった転倒災
害を減らすことを目的に取り組みを開始した。
　転倒災害を減らすため、運動習慣と労働災害削減の関連について調べたところ、
「運動習慣があると転倒しづらい」との情報を得たことから、身体能力を高めるため
の身体機能計測（セルフチェック）とエクササイズについて、その動き等がわかりや
すく伝わりやすい動画（10分）を活用した啓発の取り組みを行うことにした。

　動画（10分）はKCMK社員が自主制作し、2023年1月からKBBCでの視聴を開始
している。前半の5分は当社の労働災害の発生状況等の説明（図2,3）で、後半の5分は
身体機能計測（セルフチェック）（図4）及び身体機能改善のためのエクササイズ（図
5）の構成となっている。
　身体機能計測（セルフチェック）、身体機能計測前の準備運動及び評価方法（図4）
については、巻末資料3を参考に制作し、元花王陸上競技部のKCMK社員が監修を行
い（図2）、別の同社員が実演している。
エクササイズは、バランス感覚を鍛えるためのつま先を上げるトレーニング（図
5）及びカーフレイズ（直立した姿勢でまっすぐに立ち、なるべくひざが曲がらない
ように、可能な限りかかとを高く上げ下げを行う運動。壁やイスの背もたれなどに軽
く触れて、バランスをとると良い。）である。
　元花王陸上競技部の社員が、これまでの経験を生かした内容で指導及び実演を
行っている。

図2

（１）取り組みのきっかけ

（２）導入方法、体制

事例2
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図4

図3

事例2
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図5

　動画は、KBBCで3か月に一回行われる、美容部員全員が出席する会議（全国7地区
で各地区ごとに開催）で議題の一つとして視聴され、美容部員は実際にエクササイズ
を行った。休暇等で会議に出席できなかった場合でも、必ず視聴しなければならない
としており、視聴したかのチェックを行い、2023年は全ての美容部員が視聴した。
動画は、タブレットやスマートフォンで見る事が出来るようになっている。身体機能
計測及び評価（セルフチェック）は各自で行うこととしており、計測及び評価結果は
自己の身体の状態を確認するものとしている。
　視聴後、アンケートを実施し効果などの確認を行っている。

①動画制作
　　自主制作をした理由は、動画制作会社に依頼して制作するよりも、動画に手作り
　感が出て会社の仲間が作ったものと思ってもらえる方が、自分事化して取り組ん
　でもらえるようになるのではないかと考えたためである。また、「元花王陸上競技
　部」とテロップを入れているのは(図2)、より視聴者に興味を持ってもらえる一つ
　の要因になるのではないかと考えたためである。
②動画の内容
　　前半の5分は情報共有及び情報提供（図2,3）とし、当社で発生した労働災害の発
　生状況や転倒防止の注意喚起等の内容で、その後、その労働災害や転倒災害防止等
　の情報を聞いて危機意識が高まったところで、転倒しない身体作りのため、運動し
　てみましょうという構成にしている（図4,5）。このことで、労働災害の危険なこと

（３）実施方法

（４）工夫していること

事例2
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　が分かって、さらに自分の身体の状態が危険かもしれないと理解してもらうこと
　ができ、より効果があったのではないかと考える。動画の内容は、毎回変えて時宜
　にかなったものとしている。
③熱意を持って伝える
　　発信元である担当者から、社員を守るというメッセージを、熱意を持って伝えら
　れるのかが非常に重要であり、実施する側にやらされ感があると伝わらない。
④視聴率
　　動画は、「作ったので見てください」では視聴率は上がらず、上記（３）のような全
　員が視聴できる仕組みづくりが必要である。

①社員の評価
　　動画視聴後のアンケート結果では、内容について「分かりやすかった」と回答し
　た割合は99%であった。また身体機能計測及び評価（セルフチェック）の実施率は
　約90%であった。
アンケートのコメントから、「エクササイズを生活の中で取り入れていく」「身体

　機能計測及び評価（セルフチェック）をした時に、ふらつきやバランスをとるのが
　難しかったりしたので、そういったところからも怪我しやすくなるので気を付け
　ようと思った」「他人事ではなく、自分事と受け止めて気を付ける」「自分自身が気
　を付けるだけではなく、周りの人に対して自分の行動を分かりやすくすることで
　事故を未然に防ぐことを心がけていきたい」「このように社員の健康に気を使って
　くれる会社に勤めていることが嬉しい」などの回答があった。
②転倒災害件数の減少
　　2022年は22件、2023年は12件、2024年は7件（1～ 11月）となっている。
③動画の活用
　　今回制作した動画は非常に効果があったと考えている。写真や図等では分かり
　にくい動作などが伝わりやすいので、同じグループの花王株式会社へ提供を行い、
　工場での手順書を動画化する話等を進めている。分かりやすく、熱意も伝えやすい
　と考える。

（５）効果

①動画の啓発の頻度・内容
　　動画での転倒防止啓発活動は、2025年も2024年と同じ頻度（年3回）を予定し
　ており、内容のブラッシュアップに努めていく。例えば、ある動きを実演してもら
　い、そこに改善の余地がある場合、どこに改善の余地があり、どのようなトレーニ
ングをすればいいのか、出来なかったらどうすればいいのか等を解説することを

（６）今後の取り組み

事例2

23



①動画の倍速再生
　　会議での動画視聴の際、時間が足りず1.25倍速などの倍速で再生したことが
　あった。この様な場合では、アンケート結果で説明が聞こえにくかった、分かり難
　かった等の声があり、満足度は高くない傾向であった。各地区の担当者が必要性を
　理解して取り組みを行っているかで違いが出ると感じた。
②労働災害減少のエビデンスについて
　　今回制作した動画を全員に視聴してもらうことによって、労働災害を減らすこ
　とに効果があったと思われるが、エビデンスとして確実にこのことが原因で効果
　があったといえるものがあればと思っている。
③社員からの意見に対する取り組み
　　制服の一部としてパンプスを履かなければならないブランドがあり、動画視聴
　後のアンケートから「店頭でヒールの高い靴や滑りやすい靴を着用するのが一番
　危険で改善が必要」といった意見があった。社員の意見に対し真摯に取り組み、改
　善につなげていくこと（事業部への投げかけで３ブランド中２ブランドがパンプ
　ス・ヒール着用条件を解除 2024.12）で「会社はきちんと向き合ってくれる」と
　思ってもらえることを継続していく、としている。

（７）課題

　KCMK担当者が実感しているとおり、動作が伴う説明は動画を使った方が伝わり
やすく、社内で制作した動画の方が手作り感が出て興味を持って視聴してもらえる
のでないかと思われる。労働災害発生状況等については、実際にKBBCで発生した事
例を使い、説明・指導もKBBC、KCMKの社員が出演することで、より親しみやすく
受け入れやすくなり、視聴率や理解度が上がり、より自分事としてとらえられると考
えられる。説明・指導は、やらされ感が出ないように、実施する側の立場を考え、社員
から労働災害をなくすために行うとの想いを持ってコンテンツの作成を行うこと
で、その熱意が伝わると考えられる。また、マンネリにならないよう内容を変えるこ
とも必要である。

（１）動画について

４ 当事例を自社で導入するには

事例2

　考えている。また少しコミカルな要素を取り入れて、視聴者に興味を持ってもらえ
　るようなことも企画している。
　　また、運動習慣がない人は、動画のエクササイズと同じ動きをするのが難しい場
　合がある。動画の動きに合わせて、いざ自分でやるとできないことがあることか
　ら、できることから少しずつやっていけば、少しずつ変われるという企画もできれ
　ばいいと考えている。
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　定期的に教育を行い、全員が受講できる工夫をする。当事例のとおり全員が出席す
る会議の中の一つの議題とし、欠席した場合は、後日受講するように指示する。また、
教育後のアンケートを実施して、社員の声を聞いてその対応を誠実に行う。

（２）定期的に全員が受講できる仕組み作り

事例2
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１ 企業情報
２ 労働災害等の発生状況
３ 取り組み内容
　（１）体力測定について
　（２）「業間体操」について

①業間体操の特徴
②業間体操の構成
③業間体操の実施、定着に向けて
④「笑顔で出社し、 笑顔で帰宅する」ための職場づくり

４ 当事例を自社で導入するには

１ 企業情報
事業場名 
労働者数
平均年齢
業務内容
勤務形態  

キッコーマン食品株式会社 野田工場
約200人
45歳（2024年10月）
食品製造業
２交替勤務職場有り

キッコーマン食品株式会社

キッコーマン食品株式会社 目次

事例3

事例3

2 労働災害等の発生状況（2024年度）
　（１）転倒災害（不休以上）
　　　転倒災害 0件 ：全体災害件数0件

3 取り組み内容
　平坦なフロアで作業者がバランスを崩して転倒し、休業災害となったことから、転倒災害
防止の取り組みを開始した。転倒災害防止対策については、従来からハード面とソフト面
で、さまざまな取り組みを行ってきたが、エビデンスに基づいた対策を行うことを目的に、
取り組みを開始した。高年齢労働者を対象に体力測定を行い、企業立病院であるキッコー
マン総合 病院と連携を取り「業間体操」を開発した。

転倒災害防止のための「業間体操」を定着させて、
「笑顔で出社 笑顔で帰宅する」ための職場づくり

該当項目を
クリックすると
移動します

移動先から戻るには
キーボードの
 Alt   +  ←

26



事例3

　社員の高齢化が年々進んでいることから、地元のスポーツクラブで社員の体力測
定を実施した。実施人数は約130名（2年間で）で、実施した項目は、握力、閉眼片足立
ち、肺活量、座位体前屈、上体おこしであった。その結果、 身体の硬さなどにより柔軟
性が低く、バランス感覚に乱れが生じて、 転倒リスクが高いことが分かった。

（１）体力測定について

　体力チェックの結果から、エビデンスに基づいた転倒災害防止の取り組みとして、柔軟
性改善、筋力向上、バランス改善を目的とした短時間で出来る体操の開発を開始した。
　開発は、同社の企業立病院であるキッコーマン総合病院（食品メーカーを経営母体
とする企業立病院としては全国唯一の病院）に協力を依頼した。同病院のリハビリ
テーションセンターと試行錯誤を繰り返し、「躓き転倒防止『業間体操』」（時間：2分
30秒）を開発した。

（2）「業間体操」について

①業間体操の特徴
以下、「躓き転倒防止「業間体操」復習について」野田工場安全衛生委員会作成の教育資料から抜粋

　　転倒リスク因子である下肢・体幹柔軟性改善、筋力向上に加え、片脚立位保持時
　間向上、静的、動的バランス改善を目的としている。
■ストレッチ
・痛みのない範囲でストレッチを行うようにする。
・代償動作に注意し反動をつけないように行う。
■筋力トレーニング
・スクワットやランジ動作の深さを変えることで負荷量を調整する。

　　 (負荷強い→深く、弱い→浅くするなど)
　　・下肢＋上肢の運動は片方のみ行うことで負荷量を調整する。
　　・代償動作に注意する。
■バランス
・バランスをとる動作は転倒に注意する。

　　　　・片脚立ち、前方、側方ふみ込み、ステップ動作など
　　　　・必要であれば支持物のある場所で行う。
　　・十分なスペースを取り、他者と接触しないようにする。
②業間体操の構成
以下、「躓き転倒防止「業間体操」復習について」野田工場安全衛生委員会作成の教育資料から抜粋、一部改変

・「ストレッチ」：脊柱の柔軟性改善
・「カーフレイズ」：手指屈曲・伸展
・「足踏み＆後方ステップ」：体幹ex
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・「スクワット＆側方ランジ」：体幹回旋
・「片脚立位＆前方ランジ」：体幹側屈

事例3

1 首のストレッチ

効果
頚部後面のストレッチ
脊柱の柔軟性改善

※胸を開き、前胸部を
伸ばすように意識する

2 胸のストレッチ

効果
前胸部のストレッチ
胸椎伸展の方向への柔軟性改善

注意点
肘を後方へ引く際に腰部が反りすぎない
ようにする(腰痛予防)

❶ 両上肢を頭部にあてる
❷ 下方へ押し、頚部後面を伸張する
❸ 16秒間keep

❶ 両手を耳にあてる
❷ 肘を後方へ引き、胸を開くようにして
前胸部を伸張する

❸ 16秒間keep
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事例3

❶ 両手を組み、輪を作るようにして
前方へ伸ばす

❷ 背中を丸めながら背部を伸張する
❸ 16秒間keep

3 背中のストレッチ

効果
背筋群のストレッチ
胸椎屈曲方向への柔軟性改善

❶ 片足を斜め前方へ出す
❷ 膝は伸ばしたまま、身体を前に倒す
❸ 16秒間keep
❹ 反対側も同様に実施

※背中を丸めて両手を遠く
へ伸ばし、肩甲骨を広げ
るように意識する

4 太ももストレッチ

効果
大腿後面筋(ハムストリングス)のストレッチ
下肢の柔軟性改善
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事例3

❶ かかと上げ(8回)をしながら実施
❷ 肘を曲げながら手を握る(グー )
❸ 両手を前方へ出し手を開く(パー )
❹ 横に手を広げながら同様に4回

5 かかと上げ

効果
ふくらはぎの筋力強化(カーフレイズ)
足趾把持機能向上(カーフレイズ)
足関節での姿勢制御改善(カーフレイズ)
瞬発力改善(上肢、手指の運動)

効果
股関節屈筋群、体幹の筋力強化
(足踏み、体幹ex)
バランス機能改善
(後方ステップ、体幹ex)

※真上にかかとを持ち上げるようにする

❶ 大きく足を上げ足踏み4回
❷ 片側の足を後方へスライド
❸ 足踏み4回
❹ 反対側の足を後方へスライド
❺ 膝と反対側の肘を近づけるように曲げて
❻ 左右交互に8回

6 足踏み、後方へのステップ

4回

※足を高く上げる ※転ばないように注意 ※身体がまっすぐに
なるよう意識する

足踏み 後方へスライド(反対側も) 体幹ex
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事例3

7 スクワット、側方ふみ込み、体幹回旋

効果
バランス機能改善(片足立ち、前方ふみ込み) 
下肢の筋力強化(片足立ち、前方ふみ込み) 
柔軟性改善(股関節屈筋群、側腹部)

❶ 片足を胸の高さに挙げ4秒静止
❷ 前方へ踏み込み 4秒静止
❸ 踏み込んだ側へ身体を側屈し
大腿前面と側腹部を伸張

❹ 戻る
❺ 反対側も同様に実施

8 片足立ち、前方ふみ込み、体幹側屈

※しっかり
止まるように

※太ももの筋肉を意識
※膝が内側に入らないよう注意

※太ももの前面、体側が
伸びていることを意識する

4秒静止 4秒静止

片足立ち 前方ふみ込み 体幹側屈

効果
下肢の筋力強化
(スクワット、側方ふみ込み)
側方への重心移動(バランス機能改善)
脊柱の柔軟性改善(体幹回旋)

❶ スクワット4回
❷ 側方へ踏み込み2回
❸ 2回目に踏み込んだ際に体幹を大きく回旋
❹ 足を戻しスクワット4回
❺ 先程と反対側へ踏み込み2回
❻ 2回目に踏み込んだ際に体幹を大きく回旋

※膝が内側に入らないように ※しっかり踏み込んで止まる ※大きく体をひねる

スクワット　4回 側方ふみ込み　2回 2回目で体幹回旋
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事例3

③業間体操の実施、定着に向けて
まず、同工場及び同社の各拠点の安全衛生担当者に、指導者として業間体操をマス
ターしてもらうよう教育を行った。また業間体操の動画を記録したDVDを制作し、
各職場に配布して、業間体操を導入しやすい環境づくりを行った。 
　さらに業間体操のポイントをまとめた資料の作成、社内報での周知、定期的に復習
するための教育（図１）及び雇い入れ時の安全衛生教育の中での周知などを行った結
果、現在では自然に体が動くまでに定着している。 

　業間体操は、各拠点で就業前、作業休憩後に実施し、定刻に敷地内に音楽が流れて
実施しており、長時間のデスクワークを改善するための座位時間の中断にも役立って
いる。在宅勤務時でもできるよう業間体操の動画をWeb上に掲載している。

図1 

④「笑顔で出社し、 笑顔で帰宅する」ための職場づくり
　「笑顔で出社、笑顔で帰宅」というスローガンを掲げ、指差し唱和を行っている。ま
た、健康意識の向上と健康的な生活習慣の定着のため、「みんなで! 楽しく! 健康的
に!!」というスローガンを掲げ、「運動で健康」「食と健康」「心と体の健康」を3本柱と
した健康づくりを進めている。

「躓き転倒防止「業間体操」復習について」野田工場安全衛生委員会作成の教育資料から一部抜粋
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事例3

４ 当事例を自社で導入するには
　転倒災害防止対策の取組みを行うため、まず社員の体力測定を実施し、結果の分析を行
う。行った分析結果に基づき体力づくりの方針を決める。体操を導入する際は、体力測定の
分析結果や、その改善のための取組みとなる体操を行うことについて教育を実施する。体操
の定着は、上記３（２）③のとおり、指導者の指名、動画の活用及びポイント・効果など定期的
な教育で振り返りを行うことや、スローガンを掲げて意識の高揚を図る。
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１ 企業情報
２ 労働災害等の発生状況
　（１）転倒災害
　（2）転倒経験者の人数
３ 取り組み内容
　（１）「安全体力®」機能テストについて

①取り組みのきっかけ ②開始 ③導入方法、体制 ④対象者
⑤工夫していること ⑥効果 ⑦今後の取り組み

　（２）体操について
①きっかけ ②導入方法、体制 ③対象 ④実施方法 ⑤工夫 ⑥インセンティブ ⑦効果

４ 「安全体力®」の取組効果
①今後の検討課題 ②今後の取り組み

５ 当事例を自社で導入するには
　（１）測定に必要な機材について
　（２）「安全体力®」機能テストの実施について
　（３）スタッフの配置について

１ 企業情報
事 業 場 名  
労 働 者 数
平 均 年 齢
年 代 別 の 割 合

性 別 割 合
正社員、契約社員
アルバイト・パートの割合
事 業 内 容   
勤 務 形 態

JFEスチール株式会社 西日本製鉄所（倉敷地区）（図1）
4,013人（倉敷地区 2024年3月末 協力会社等を含まず）
37.1歳（2024年7月1日）
10代：2%、20代：30％、30代：30%、40代：20％、50代：11％、
60代以上：7%
男性：94％、女性：6％

正社員：97％、契約社員：3％

事務作業・重筋作業・オペレーター作業・検査点検作業など・または混合
交替勤務と昼勤のいずれもあり

JFEスチール株式会社

JFEスチール株式会社 目次

事例4

事例4

安全に作業を行うために必要な体力の測定と評価、転倒予防の体力づくり体制の構築
～社員の安全と健康を守るヘルスサポートセンターの活動～

該当項目を
クリックすると
移動します

移動先から戻るには
キーボードの
 Alt   +  ←
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2 労働災害等の発生状況
　（１）転倒災害（不休以上）
　　　転倒災害 2020年～ 2023年（過去4年）
　　　　合計 28件(15.5%)：全体災害件数 181件
　（2）転倒経験者の人数
　　　過去1年の日常生活も含めた転倒経験のあり・なしのアンケート調査
　　　　調査対象：2014年中高年健診（40歳以上） 1,703名（回収率100%）
　　　　結果：転倒経験者159名(9.3%） 非経験者1,544名

3 取り組み内容
　2004年に作業を安全に遂行するために必要な体力を「安全体力®」と定義した（「安全+体
力」を結び付けた造語）（図2）。
　「安全体力®」の把握のために「安全体力®」機能テストを開発した。さらに「安全体力®」の
維持及び向上のための「アクティブ体操®」を開発した（図3）。
　「安全体力®」及び「アクティブ体操®」はJFEスチール株式会社の登録商標です。

図1

事例4
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　安全に長く元気で働くために必要なテストで、「安全体力®」を5段階で評価し、評
価が低い場合は改善を行い、体力低下が原因となる転倒等の行動災害を未然に防ぐ
ことを目的としている（図4）。

図2

（１）「安全体力®」機能テストについて

図3

事例4
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図4

図5

事例4

①取り組みのきっかけ
　　2003年当時、社員の転倒災害が増加傾向であり、発生の約半分が中高齢者で
　あった。また私傷病の休業において腰痛などの筋骨格系疾患の休業件数や日数が
ワースト1であった（図5～ 8）。
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図6

図7

図8

事例4
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②開始
　へルスサポートセンターにおいて2004年に「安全体力®」を評価する安全体力®
　機能テストを開発し、段階的に開始した（図9）。

③導入方法、体制
　　社員全員に業務負荷にならずに「安全体力®」機能テストを実施してもらえるよ
　う、健康診断（社外）時に実施することとした。健診機関には「安全体力®」機能テス
ト用のスペースを確保して頂いた(図28)。
体制はコンディショニングスタッフ3名で、そのうち交代で1名が健康診断に赴

　き実施している。データの入力・整理及び再測定の実施などは社内のコンディショ
ニングルームで行っている。
当テストは定期健康診断時（1回/年）に実施し全社員が受けている。テストは転

　倒リスクテスト（片脚立ち上がり、5mバランス歩行、２ステップ）、腰痛リスクテ
スト（座位体前屈、上体起こし）、ハンドリングミステスト（握力、肩外転）で構成さ
れている(図10)。

事例4

図9
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事例4

図10

図11

　転倒リスクテスト（片脚立ち上がり、5mバランス歩行、２ステップ）は特徴が 
あり、A3サイズの画板を胸に抱えて、画板の上に500ml ペットボトルに水を半
分入れたものを乗せて実施している（２ステップはペットボトルなしで画板の
みで行う）。目的は会社や工場内では、サンプル、資料等を持って移動することが
多いため、画板によって足元の視覚情報を制限することで、視野に頼らないで足
元を予測するテストとなっている（図11）。
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事例4

図12

　　当テストは、ヘルスサポートセンターのスタッフが測定・評価・改善を実施し
　ている。評価は5段階で行い、評価３～５は「問題なし」とし、評価２は「要注意域」
　とし、改善をしないと数年後には評価１となることが懸念される。このため注意
　喚起とともにリーフレットで指導を行い、次回1年後の定期健康診断時に確認す
　る。評価１またはテスト中止は「危険域」として、その場で運動指導を行い、2か月
　後に再テストを受けることとしている。さらに再テストで同じ結果となった場
　合は産業医が面談し、必要に応じて適正配置が検討される（図12）（評価基準は
　40歳以上と40歳未満で異なる項目がある）

　　また、職場復帰対象者全員に「安全体力®」機能テストを実施し、客観的データと
　して所属先、人事、産業医、運動担当者及び本人が共有し「安全体力®」の確認を行
　い、低下していれば改善してから職場復帰することとしている（図13）。
　　なお評価基準については岡山県立大学と共同研究契約にて作成した。
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④対象者
　　対象者は全社員である。また安全衛生協力会でも実施しており、短期入構者の入
　門教育時にも実施している。
⑤工夫していること
　　導入当初は社員から否定的な意見が多かったが（図14）、どうやって取り組んで
　もらえるかについては、例えばスタッフが一番のクレーマーとなり、どうすれば自
　分自身を納得させることが出来るのかを考えた。特効薬はないが、以下のことを行
　い、否定的な意見の社員に一人一人説明するなど、粘り強く必要性（実施する目的、
　意義、成果等）を訴えることが最も大切と考え社内周知を行った。
　・「安全体力®」の概念及び具体的な方法等を定期的に教育（図15）
　・随時、職場の健康ルームや安全会議で実技指導や研修、産業医の巡視講話で指導
　・社内報、発信情報誌を利用した広報
　・2ケ月間行われる新入社員教育で、改善運動や「安全体力®」機能テストの実施
　・「安全体力®」を改善するまでのフォローを実施

図13

事例4
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⑥効果
　　評価１またはテスト中止者はその場で運動指導を行い、2か月後に再テストす
　ることで、要注意者に対して確実に改善指導が出来ている。また、「安全体力®」の
　見える化及び気づきのテストとして定着しており（図16）、また職場コミュニケー

事例4

図14

図15
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⑦今後の取り組み
　当社各事業所への水平展開のための情報共有の体制を構築し、データの比較な
　どを行うこととしている（フィジカルヘルスワーキンググループの発足）。

①きっかけ
　　2003年当社統合の頃、私傷病の休業において腰痛などの筋骨格系疾患の休業
　件数や日数がワースト1であったことから、「アクティブ体操®」PartⅠを開発した。
　　そして、2009年に「アクティブ体操®」PartⅡを、転倒予防に特化した体操とし
　て開発した。本体操を実施することで、転倒リスクテストの3項目（片脚立ち上が
　り、5mバランス歩行、２ステップ）が改善することを3職場で検証した上で展開し
　た（図17、18）。

事例4

図16

　「安全体力®」の維持・向上のための2つの職場体操「アクティブ体操®」PartⅠ及び
PartⅡを開発した。

（2）体操について

ション手段のひとつともなっている。
測定項目は簡単かつ結果が自覚できるもので構成している。例えば「片脚立ち」

　で立てなかった、「5mバランス歩行」で平均台から落ちてしまった場合、自分で体
　力低下に気づくことにより改善へとつなげやすい。
　体力低下が原因と推定される転倒防止について2006年以降の統計では減少傾
　向となり、特に50歳以上においても減少している。
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②導入方法、体制
　　前述の「３（１）⑤「安全体力®」機能テストの工夫していること」のとおり、導入
　当初は社員から「きつい」など否定的な意見が多かったが（図19）、一日の作業を安
　全に行うための準備運動として位置づけ、定着を図った。また、各職場会議や教育、

図17

図18
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図19

　新入社員の規律運動訓練等で、ひとつひとつの種目の意義や実技指導、チェックリ
ストの作成などを行い、粘り強く必要性（実施する目的、意義、成果等）を訴えてい
る。「アクティブ体操®」の普及定着に終わりはないと考え、ヘルスサポートセン
タースタッフ全員で全ての現場を回り、社員と一緒に行う機会を得ながら活動し
ている。

③対象
　　全社員、協力会社及びグループ会社社員を対象としている。
④実施方法
「アクティブ体操®」は、PARTⅠ（図20）は筋骨格系疾患対策として実施してお
り、スカートやオフィスサンダルでもできる内容にしているので女性社員も取り
組める。各項目の実施回数は自身で決めることができるものとしている。PARTⅡ
　（図21）は転倒予防を目的としている。２つの「アクティブ体操®」はそれぞれ10種
　目で、実施時間は各約4分30秒である。当事業場では、8時50分にPARTⅡ、15時
　にPARTⅠの放送が一斉に放送され、作業を中断して全員参加で実施している。
　 「アクティブ体操®」は、YouTube 及びスマートフォンのアプリケーション（無
　料）を利用して実施できる（図22）。
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図20

図21
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図22

⑤工夫
マンネリ化防止として、産業医巡視時の講話、安全会議での定期的な指導に加

　え、新入社員教育でもその重要性と正しいやり方の教育を実施している。
⑥インセンティブ
　「アクティブ体操®」を社会貢献として他企業、小学校、地域に指導を行っている
　（全国約60社で無償契約のもと実施）。
　　グループ会社においてＤＶＤの販売を行っている。
　（JFE西日本ジーエス㈱ 086-447-4588 1,320円/税込）

⑦効果
「アクティブ体操®」は「安全体力®」機能テストの評価1や評価２の対象者に向け
ての改善プログラムとして、適した種目の選定や回数、方法などを指導し効果を得
ている。
　　馴染みのある体操をホームエクササイズとして職場以外でも行うことで体操の
　更なる定着普及にも役立っている。

「アクティブ体操®」
PARTⅠ： https://www.youtube.com/watch?v=KPxt7vyQ6Zo

PARTⅡ： https://www.youtube.com/watch?v=LEr6r1Mxgu8
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図23

図24

事例4

4 「安全体力®」の取組効果
　筋骨格系疾患の休業件数率及び日数率が減少した。また腰部による休業件数率も減少傾
向である（図23）。50歳以上の転倒災害が減少した（図24）。
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図25

図26

　当事業場での転倒災害被災者と非被災者の転倒リスクテスト評価が２以下の割合を比較
したところ、3項目とも被災者のグループが評価２以下の割合が多いという結果であった（図
25）。さらに転倒経験を問うアンケート結果では、転倒経験者と非経験者の間で片脚立ちテス
トと5mバランス歩行において有意に評価２以下の割合が多いことも分かった（図26）。
　また、社員から前向きな反応が多く上がるようになった（図27）。
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図27

①今後の検討課題
　　以下の検討課題がある。
　　・応用編の開発。
　・実演指導が望ましいが、解説付きの「アクティブ体操®」DVDを制作し、その
　　  視聴により正しい方法で実施できるようにする。
②今後の取り組み
　　普及定着の取り組みを継続する。

５ 当事例を自社で導入するには
　（１）測定に必要な機材について

「安全体力®」機能テストの転倒リスクテストで、「片脚立ち上がりの台」「5mバラ
ンス歩行の平均台」は独自に製作したが、例えば「片脚立ち上がり」はパイプ椅子、「２
ステップ」はメジャーで測定、「5mバランス歩行」では多少安易になるが床にテープ
を張るなどして実施することが出来る（図28）。その他（「２ステップ」「座位体前屈」
「上体起こし」「肩外転」「握力」は市販の機器を使用している。
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図28

　（2）「安全体力®」機能テストの実施について

テスト実施前にテストの意味、目的、方法（例えば２ステップのテストでは飛ばな
い、止まらないなどとする等）について説明する必要がある。また、テスト実施は、説
明した方法で行われているかを確認する必要があり、これが行われていないとデー
タにばらつきや極端な結果となることがある。
また、対象者も予算やスタッフを考慮し、例えば中高齢者である50歳以上の従業
員を対象としたり、片脚立ち上がりのみを実施するなど項目を限定して行うことも
有効である。

　（3）スタッフの配置について

　当事例では専門スタッフ（前述の有資格者）を配置しているが、上記「（２）「安全体
力®」機能テストの実施について」のとおりテストの意味、目的、方法を把握していれ
ば測定については専門スタッフでなくてもテストができる。一方でテスト後に行う
中止者や再測定対象者への改善やフォローについては専門的知識が必要な場合も多
い。社外の専門スタッフに依頼することも可能であるが、スポーツ現場で選手を支え
るためにトレーナーが必要なように、働く現場でも社員の体力機能を支える専門家
の配置が増えることを期待している。

当事例では専用の測定スペースが設けられており広さは約20㎡である
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１ 企業情報
2 取組み内容
　（１）「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」の普及・促進の
　　　 取組みについて

①取組みのきっかけ 　②実施方法、対象者
③工夫していること    ④効果   ⑤今後の検討課題    ⑥今後の取組み

　（２）その他の活動（体力づくり全般）について
①ウォーキングイベント   ②食生活改善（筋力強化、骨の強化等）
③骨密度測定等のイベント   ④仙台健康支援室職員の体力づくりの活動

3 当事例を自社で導入するには
資料１ 転倒・腰痛予防！「いきいき健康体操」

１ 企業情報
事 業 場 名  
業 務 内 容

労 働 者 数
性 別 割 合
職 員 割 合   
加入事業所

全国土木建築国民健康保険組合 仙台健康支援室
土木建築業に携わる事業主、従業員やその家族の、健康の保持増進をサポート
する「保健事業」を行っている。
6人
女性：100％
正職員：5人、派遣職員：1名
168社（仙台健康支援室管轄）※大手事業所東北地区の支店も支援

全国土木建築国民健康保険組合
転倒防止体操「いきいき健康体操」を加入事業所に広める活動

全国土木建築国民健康保険組合 目次

事例5

該当項目を
クリックすると
移動します

事例5

移動先から戻るには
キーボードの
 Alt   +  ←

2 取組み内容
　「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」（下肢の関節可動域の向上や下肢、体幹の筋力
強化につながることが期待される体操、図1及び当事例文末資料1）を、当組合に加入して
いる事業所に対し健康講話等で紹介するなど、転倒災害予防の普及・促進活動を行っている。
　また、当健康支援室でも毎日、全員で「いきいき健康体操」を実施している。
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https://www.youtube.com/watch?v=9jCi6oXS8IY

　（１）「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」の普及・促進の取組みについて

令和元年度厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業「エビデンス
に基づいた転倒予防体操の開発およびその検証」の一環として製作

図1 （詳しくは当事例文末資料1）

「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」 YouTube 4 分15秒

表1 加入事業所への健康講話での「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」の紹介

※健康講話を実施した延べ数であり、同じ事業所が含まれる。

令和7年1月現在

①取組みのきっかけ
　　令和3年9月に当健康支援室の保健師がNPO法人企業の健康いきいきプロ
　ジェクト「テレワークにおける健康管理」で、松平 浩先生（テーラーメイドバッ
クペインクリニック院長／福島県立医科大学 医学部疼痛医学講座 特任教授）の

　「いきいき健康体操」をオンラインで受講し、動きがテンポよくコミカルで、楽し
　く運動不足が解消できると思われたことから、コロナ禍での在宅勤務の中で開
　始した。
②実施方法、対象者
　　当組合の加入事業所に「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」を健康講話等で
　紹介し、活用の普及・促進を行っている（表1）。

年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

令和6年度

合計

事業所

8社

18社

27社

22社

75社

備考

10～ 3月

4～ 12月

人数

377人

850人

1,943人

1,272人

4,442人
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　また、健康講話等の講師の立場である当健康支援室でも全員で、「転倒・腰痛
予防！『いきいき健康体操』」を令和4年度から週3回（月、水、金曜日）実施して
いたが、当日の身体状態を把握するためには毎日実施した方がよいと考え、令
和6年12月からは毎朝の短時間ミーティング後に実施している。
　令和4年6月に、YouTubeを利用できない加入事業所用に「転倒・腰痛予防！
『いきいき健康体操』」のDVDを入手し、講話資料に動画を入れ込んで希望事業
所で講話を実施した。また、当組合の他の健康支援室（札幌、東京、名古屋、大阪、
広島、高松、福岡）及び職員の健康管理を担っている本部総務部にも動画を提供
し、体操の普及・促進を行った。
　令和5年9月に健康推進会議（仙台会場：当組合の加入事業所の健康管理担当
者が参加し、健康に関する基調報告、事例発表、情報交換などを定期的に行って
いる）で、松平 浩先生に「新たな視点に立った働く人の腰痛・転倒予防対策」に
ついて講演をいただいた（図2）。併せて「職場ですすめる運動の推進」として、加
入事業所従業員の運動の現状、事業所で行っている運動の取組みの紹介をし、
グループごとに情報交換を行った（会場参加16社23人、オンライン参加107
人、同時視聴者38人、合計145人）。
オンライン参加された宇部建設株式会社（岩手県一関市）様では、担当者が平

成28年11月に地元の新聞に掲載された「腰痛予防に『これだけ体操®』」（当事
例文末資料1の12）を見て、「こんな簡単なことで予防できるのかしら？」と思
いながらも、当時の社内報「安全衛生通信」で社員の方々に紹介し、自分でも
やってみることにしたところ、60代になった現在でも「腰痛に悩んだことがな
い」とのことだった。また、以前は社員から「腰痛のため休みたい」という声が聞
かれたが、現在はなくなったため、気軽にできて効果が得られる「これだけ体操®」
をいろいろな方に広めたいと語っていた。さらに今回の講演で学んだ「腰痛の新常
識（川柳風）」を社内報「風宇船」に掲載していた（図3）。
　令和6年3月に、健康推進会議（八戸・盛岡・北上・いわき会場）にて、当仙台健
康支援室の保健師によるミニ講話「いつまでも動ける体づくり～今できること
から始めよう～」で、体力チェック、転倒等リスク評価セルフチェック（巻末資
料1,巻末資料2）、「いきいき健康体操」、「これだけ体操®」、加入事業所の取組
み、ロコモ度テスト、意見交換等を実施した。

事例5
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図2
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図3　宇部建設株式会社様の社内報「風宇船」
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　令和6年度の各地の健康推進会議では、基調報告「転倒防止で高齢化に備え」
で、高齢化により転倒リスクが高まっていることから、転倒リスクチェックが
重要であることを説明し、要望があれば各健康支援室で転倒リスクチェックが
できることを紹介している（図4）。
　写真の株式会社佐藤技建（福岡県北九州市）様は、社員の高齢化を心配されて
福岡健康支援室が4年連続で転倒リスクチェックを行っている。今までは転倒
リスクチェックの実施だけだったが、今年度は「これだけ体操®」を社員に周知
し、「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」は毎日のラジオ体操と併せて実施
している。
　また、仙台健康支援室では令和7年1月に宮城県仙台市の事業所4社（株式会
社復建技術コンサルタント様、中城建設株式会社様、阿部建設株式会社様、株式
会社森本組東北支店様）の社員と、仙台市内の家族合計83人に対して「各種測定
会＆健康相談会」を実施した（図5）。令和5年度までは、骨密度・筋質・ベジ
チェック・塩分測定を行っていたが、握力測定や転倒リスクチェックを加えた
ことで、さらに深く自らの身体の状態を振り返ることができ、その後の健康相
談では「筋力」や「骨密度」を高めるための方法を熱心に確認し、自ら目標を定め
るなど行動変容につながったと思われる。

図4
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図5
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③工夫していること
　　加入事業所の業界（土木建築業界）では、始業前等に実施しているラジオ体操は
　定着しているが、慣れがあるのではと思われたことから、ラジオ体操の方言バー
　ジョン（津軽、岩手等）を試しに実施したことがあったが定着しなかった。また、宮
　城県で制作した体操も試してみたが、これも定着しなかった。体操の動作が簡単過
　ぎると体力づくり（筋トレ、バランスの強化）にならないし、動作が難しいとやらな
　くなってしまうと思われた。体操は漫然と行っても効果が出にくいため、それぞれ
　の動作の正しいやり方とポイント（動きの１つひとつに意味があり、それぞれの動
　作のポイントを意識する）を押さえて実施することが必要であると考え、事業所で
　の支援時には一言添えるようにしている。
　当健康支援室では体操を習慣化するため、前述のとおり実施する時間を短時間
ミーティング終了後と決めて実施している。始めた頃は片足立ちの時にぐらつい
ていたが、継続して実施することでぐらつかなくなった。長期の休暇などで実施で
きなかった時は、ぐらつくことがあり、継続実施の必要性を感じている。これらの
自ら実践して感じたことを講話や体操の紹介時に説明している。
　　体操の普及・促進と併せて、体力づくりのため、ウォーキングイベントの参加、食
　生活の改善（筋力強化、骨の強化等）、骨密度測定等、あらゆる機会を捉え、いろいろ
　な外部サービスを併せて活用し、加入事業所で実施している（図6）（活動内容は以
　下２（２））。また、自らも実践する際は、体操の動きの目的や効果、体力づくりへの
　モチベーションの維持・定着について、講師の立場で問題意識を持って行っている。

　　体力づくりや健康管理等について、気づき、取組みの促進及び情報提供のため、加入
　事業所に「健康支援室だより」を年４回（6、9、12、3月）発行している（図7）。この中で
　「いきいき健康体操」を紹介し、作業の合間などに実施することが可能な「これだけ体
　操®」については、付録にして配布した。この配布した「これだけ体操®」は、加入事業所で
　トイレやコピー機の横の壁などに張られ、活用されていることを確認した。

図6
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図7

　健康づくりの啓発等のため、加入事業所で様々な工夫をして実施している健康
　づくりの好事例の紹介を、当組合ホームページ「健康経営の取り組み事例について」
　（ http://dokenpo.or.jp/popup/730.php?id=1713 ）に掲載している。
　なお、特に体力づくりのための運動に力を入れた好事例の紹介は、一括版「運動
　の推進」
　（ http://dokenpo.or.jp/ckfinder/userfiles/files/3_undo2024.pdf ）に掲載している。
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　　例えば、中城建設株式会社（宮城県仙台市。図8）様では、業務に支障がない範囲
　で就業前や15時に「いきいき健康体操」やストレッチを行うことで、座りっぱなし
　や運動不足の解消に努めていることを、株式会社中野建設（佐賀県佐賀市。図9）様
　では、業務パフォーマンス向上のため、社屋エントランスに設置しているデジタル
サイネージで、肩こり・腰痛予防のための運動の動画を放映し、運動の推進にも取
り組んでいることなどを紹介している。
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図8　中城建設株式会社様の事例

事例5
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図9　株式会社中野建設様の事例
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　　山形建設株式会社（山形県山形市）様では、仙台健康支援室が健康講話を継続的に実
　施しているが、社内報「礎：いしずえ」112号に令和4年10月天童事業所において「いき
　いき健康体操」を実施した写真と参加者の意見「もっと年齢を重ねると、この情報がよ
　り役立つと感じた。『片足立ち』が長く続けられなかったので、日ごろから鍛えたい」
　を、120号に令和6年8月に本社において社員に向けたメンタルヘルスケア研修の最
　後に「いきいき健康体操」を実施した様子を掲載していた（図10）。

図10　山形建設株式会社様の社内報「礎：いしずえ」

№112 2022年10月号

№112 2022年10月号
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④効果
　　前述のとおり「いきいき健康体操」を始めた頃は、片足立ちの時にぐらついていた
　が、継続して実施することでぐらつかなくなったり、つまずいても転倒しなくなっ
　たことから、筋力やバランス感覚が向上し、転倒災害の予防に効果があると思われる。
　　また、自らも実施することにより、気づきや体操の動きの目的、正しいやり方及
　びポイント等について意識を持って行えるようになった。
コロナ禍でのテレワークの時は、在宅勤務での身体活動量の低下による筋力低

　下を感じることがあったが、「いきいき健康体操」を実施することにより改善する
　ことが感じられた。
⑤今後の検討課題
　　土木建築業界でも労働者の高年齢化が課題となっている。少し前までは高年齢
　が65歳位であったが、最近は70歳位となってきており、若い人材の採用が難しい
　ことなどから平均年齢が高くなっている。
　　加入事業所の平均年齢が高くなってきたことにより、体の機能は下がっている
　傾向にあると感じている。
　　また、自動車で通勤する人が多いので、歩く機会が少ないことから運動不足にな
　りがちである。
　　これらのことから、筋力やバランス機能の衰えによる転倒等労働災害のリスク
　が高まることが懸念される。この課題を克服するには、筋力、バランス感覚や免疫
　力の低下を防ぐため、体操など定期的に体を動かすことを続けることや、バランス
　の取れた食事を摂ることなどが必要である。
⑥今後の取組み
　　当健康支援室では、今後も加入事業所従業員の労働災害発生の未然防止や健康
　の保持増進のため、より良いサービスが提供できるよう検討・改善を行っていくこ
　ととしている。
　特に「いきいき健康体操」を定期的に続けることによって、3～ 6 か月で「転倒
　等リスク評価セルフチェック」（巻末資料2）の項目の「２ステップテスト」（歩行能
　力・下肢筋力の把握）の評価が良くなる等の効果がみられることから、これらのエ
　ビデンスを紹介して、普及定着の取組みを継続する。また、定着したかどうかの確
　認を行っていく。

　（2）その他の活動（体力づくり全般）について

①ウォーキングイベント
・健康アプリでのウォーキングイベントの開催
・宮城県のウォーキングイベントへの参加

体力づくり（筋力強化、食生活の改善等)を実施することにより、転びにくい体をつくる。
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②食生活改善（筋力強化、骨の強化等）
　　管理栄養士によるベジチェック®（カゴメ株式会社）測定を健康診断、事後指 
　導、講話等で希望事業所に対し実施している。また、令和3年度から毎月「食生
　活改善ポスター」のデータをヘルスアップチャレンジ宣言事業所のうち希望
　のあった事業所にメール送信している。
③骨密度測定等のイベント
　　毎年実施（平成31年度からコロナ禍を除き継続）
　　令和6年度からは、「転倒リスクチェック」等も実施
④仙台健康支援室職員の体力づくりの活動
・「転倒・腰痛予防！『いきいき健康体操』」を全員で毎日実施
・ラジオ体操第１、第２を全員で不定期に実施
・健康アプリを使用したウォーキングイベントに、全員で平成29年度から毎年参加
・宮城県のウォーキングイベント（年1回）に、全員で令和3年度から毎年参加

3 当事例を自社で導入するには
　外部のサービスを積極的に利用するほか、問題意識を持って自らも実践し、情報発信を
行う。
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１ 企業情報
２ 労働災害等の発生状況
　（１）転倒災害
３ 取り組み内容
　（１）取り組みのきっかけ
　（２）導入方法
　（３）体制
　（４）対象者
　（５）実施方法

①取組当初   ②パンフレットの制作   ③埼玉支店の取り組み（2024年度）
　（６）工夫していること
①派遣社員への情報提供  ②推進者同士の情報交換

　（７）効果
①セルフチェックを実施して分かったこと  ②ご本人の気づき

　（8）課題
①理解を得る  ②実施場所の確保

　（9）今後の取り組み
①説明動画の制作  ②体操・ストレッチの実施者を増やす  ③ハッピーリタイアに向けて

４ 当事例を自社で導入するには

１ 企業情報
企 業 名

労 働 者 数

平 均 年 齢
年代別の割合

性 別 割 合
業 務 内 容

ヤマト・スタッフ・サプライ株式会社（ヤマトグループ）
人材派遣事業等を行い事業拠点は全国に27 カ所（2023年10月時点）
全国：約17,000人（2025年1月）
埼玉支店：労働者数789人（派遣社員のみ762人 2025年1月）
埼玉支店：50歳（派遣社員のみ 2025年1月）
10代：7%、20代：25.7％、30代：2.4%、40代：0.4％、50代：0.1％、
60代：36.5%、70代：30.6%、80代：0.1％（埼玉支店　派遣社員のみ）
男性：54.9％、女性：45.1％（埼玉支店）
事務11.2％、乗務：2.2％、センター作業：43.5％、ベース作業：43.1％（埼玉支店）

ヤマト・スタッフ・サプライ株式会社
高年齢社員への転倒災害防止を含めた労働災害防止の取り組み

～ハッピーリタイアに向けて～

ヤマト・スタッフ・サプライ株式会社 目次

事例6

該当項目を
クリックすると
移動します

事例6

移動先から戻るには
キーボードの
 Alt   +  ←
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2 労働災害等の発生状況
　（１）転倒災害
　　　2022年度　71件
　      2023年度　78件
　      2024年度1月末現在　59件（前年同日差▲17件）

3 取り組み内容

以下の内容は、次の資料及び図書を参考としています。
※1 日野貴久.高年齢社員への健康支援と職域拡充～転倒等リスク評価セルフチェック
　　を通じて～ .第82回（令和5年度）全国産業安全衛生大会in名古屋　研究発表.2023.
※2 日野貴久.特集,高齢者の身体能力と働きやすい職場づくり:事例　高年齢社員
　への健康支援と労災低減に向けて～転倒等リスク評価セルフチェックの取り
　　組み～ .安全と健康.2023,Vol.24,no.12,p.37-40.

　2022年度に、転倒等リスク評価セルフチェック(以下「セルフチェック」、巻末資料1)を
65歳以上の全国の派遣社員約10,000人に実施した※1。2024年度以降は優先順位を付け
て65歳以上の派遣社員に対して、年１回実施している。セルフチェックは、派遣社員に定期
的な面談を行っているが、その面談時に併せて実施している。

事例6

　当社はヤマトグループの人材マネジメント会社であり、全国のヤマト運輸株式会
社で長年働かれた方々等を定年退職後に、派遣社員として再雇用している。全国約
17,000人の派遣社員のうち、65歳以上が約10,000人で、70歳以上は約4,000人と
なっている。多くの方々が退職前と同じ職場で働いており、主に荷物の仕分けや積み
込み作業等を行っている※1,2。
加齢に伴う身体機能等の低下等により、労働災害が多発しており、できるだけ長く健
康で働き続けていただき、良い意味で現場を退けることを「ハッピーリタイア」とい
う一つの基準として、取り組みを開始した※1,2。

　「ハッピーリタイア」を目標として、2022年度に取り組みを開始し「高年齢社員配慮
プロジェクト」を立ち上げ、当社の全国の事業所で実施することとした。プロジェクトの
立ち上げ当初、厚生労働省が策定した「エイジフレンドリーガイドライン」や、他社が体
力づくりのための体操や健康指導を行っていることを知り、この「エイジフレンドリー
ガイドライン」の中に、体力の状況の把握として、セルフチェックを活用した方法が示さ
れていたことから、これを採り入れてセルフチェックを実施することとした※1,2。

（１）取り組みのきっかけ

（２）導入方法
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　全国の事業所で実施するため、各事業所に転倒リスクチェック推進担当者（以下
「推進者」）を設定した。設定した推進者を対象に、社内で実施基準を作るための研修
を開催した※1,2。

（3）体制

　全国の事業所に所属する派遣社員で、65歳以上（約10,000人　2022年）の方に
対し、セルフチェックを行うこととした※1,2。

（4）対象者

　取組みを始めた月を推進月間とし、社内の一大イベントとして開始した。全国の各
推進者に上記「（３）体制」での研修の資料、記録した動画、マニュアルを配布し、5か
月間で各推進者が、派遣社員を個別に訪問し、一人一人と直接会ってセルフチェック
を実施することとした※1,2。

（5）実施方法

事例6

①取組当初
　　推進者から「マニュアルを知らない」「計画が立てられない」等の意見があがっ
　たが、毎週の進捗確認、電話での実施確認、計画の作成等を愚直に行っていくこ
　とで、少しずつ理解が得られていった。推進者に、そもそもセルフチェックを、な
　ぜ実施するのかについて理解してもらうことに大変時間がかかった。主旨が理
　解されないと、推進者及び派遣社員は「点数が悪いと解雇通知の材料にするの
　か」等の誤解が生まれることもあるからである。一定の理解が得られたことで、
　事業所ごとに工夫が行われ、セルフチェックの実施会を開催したり、エリアごと
　に研修を行うなどして、実施の効率化や知識の共有化が図られた※1,2。
②パンフレットの制作
　　推進者から「セルフチェックの実施後に、本人へ渡せるものは何かないか。実施
　したがその後何をしたらよいのか」といった声に応えるため、パンフレット型のマ
ニュアル「転びの予防 体力チェックシート」を作成した(図1 A4仕上がり巻き3つ
折り、両面6ページ)。内容は、「転倒等リスク評価セルフチェック票」の他に「準備
運動・整理運動」「使い方（実施する所要時間、用意する物、服装、実施上の注意）」「計
測項目に対応したストレッチ」「日常の姿勢・トレーニング・ストレッチ」「参考資
料：事故事例」（当社で発生した労働災害の事例）で構成されている。このパンフ
レットは、実施した派遣社員への「通知表」としての利用と、改善のための運動・ス
トレッチを案内している「指導」としての利用ができるものとしている※1,2。
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図1

事例6

セルフチェックの実施後のフォローが重要だと思っているが、まずは本人に自覚してい
ただくことに注力しており、当パンフレットで紹介している体操・ストレッチは各自で行う
こととしてしている。

③埼玉支店の取り組み（2024年度）
・実施内容
　　2024年度は優先順位を作り、セルフチェックの対象者を、リスクが高いと思
　われる①乗務担当者②フォークリフトオペレーター③構内の荷の仕分け等の作
　業をしている方で、かつ70歳以上としている。新規に採用する方に対しては、入
　社時にセルフチェックの目的等を説明して実施している。

セルフチェックは推進者1名が、個別に派遣先を訪問し、派遣社員の面談に併
　せて実施している（1年に1回）。また、集合でも実施しており、定期的な実施を予
　定している。
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　　埼玉支店では推進者が3人で、3人が担当する派遣労働者は約520人、70歳以
　上が233人で80歳以上8名である。

セルフチェックは、上記のパンフレット（図1）を使って実施している。まずセ
ルフチェックの目的と注意点を説明し、派遣社員に質問票の記入していただき、
推進者が身体機能計測を行う。この計測には、推進者が自作した計測器（図2 座
位ステッピングテスト用、折りたたみ式、図3 ファンクショナルリーチ計測用、
折りたたみ式）を使っている。結果を説明し、当パンフレット（図1）の当社で発生
した労働災害事例や、推進者自身の実体験（ちょっとしたことで躓く等）を説明
し、意識を高めていただくことをしている。

　・課題
セルフチェックの実施は苦労しており、派遣社員は朝5時または6時から朝8

　時過位まで勤務されている方が大半で、作業は構内作業や仕分け作業である。こ
　の勤務時間中に面談とセルフチェックを行うので、短時間で済まさなければな
　らない。きちんと伝わっているかが課題である。

図2 座位ステッピングテスト用

図3 ファンクショナルリーチ計測用
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（6）工夫していること
①派遣社員への情報提供
スマートフォンを使った安否確認システムを導入しており、派遣社員一人一

　人（派遣社員約17,000人）と連絡が取れる仕組みとなっている。
　　本社から、毎日、メッセージを配信しており、体操やストレッチの方法をコマ
　送りにして配信したり、意識を高めるために労災川柳のイベントを行った。労災
　川柳のイベントは多くの方に参加いただいて好評であった。
　　また、セルフチェックを実施した派遣社員の意見や感想（以下（７）②）を集め、
　社内報等で広報している※1,2。
②推進者同士の情報交換
　　定期的に情報共有等のため、推進者を中心に、全国ミーティングをオンラインで
　開催し、現場の取り組みと運営状況について、チームでディスカッションを行って
　いる※1,2。
　　このディスカッションの結果、「計画表」「派遣先へのご案内」「実施ルールの再周
　知」「経年変化を見るためのツール」等のアイデアが生まれ、取り組みの推進に役
　立っている※1,2。

（7）効果
①セルフチェックを実施して分かったこと
セルフチェックを約10,000人（65 ～ 86歳　2022年度）に実施し、その実施

　結果を基に、次のとおり分析した※1,2。
「実施者平均と労災被災者との比較」（図4）について、「質問（全体）」の線（黒色

　の線●、自己意識の質問の合計点）は、年齢が上がっても、ほぼ横ばいであった。
　「身体機能（全体）」（青色の線▲、身体機能計測結果の合計点）は、年齢が上がると
　緩やかに下がる。「身体機能（被災者）」（灰色の線■、労働災害被災者の身体機能
　計測結果の合計点）の線は、「身体機能（全体）」と比較すると、ほとんどの年代で、
　評価点が低い傾向にあり、特に70 歳を超えてると、さらに低くなっている※1,2。
　　つまり個人差はあるが、自己意識では「自分はまだまだ動ける」と思っている
　が、身体機能と自己意識は乖離していき、体は思うようについていかない、と
　なっている。実施いただく時の説明に、この分析結果を活用している※1,2。
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図4  実施者平均と労災被災者との比較

表1　身体機能点数と度数率および休業率との相関

　　また「身体機能点数と度数率および休業率との相関」（表1）では、身体機能計測
　の合計点数（最高点25点）が「5～ 9点」の人は、度数率と4日以上の休業千人率
　（以下「休業率」）がともに18を超えており、また身体機能計測と自己意識の質問
　の点数の合計の差が最も大きくなっている。令和4年度労働災害動向調査による
　と、道路貨物運送業の度数率は4.12、サービス業は3.85となっており、これらと
　比較すると、とても高くなっている。さらに、身体機能計測の合計点数が20点以
　上の人（度数率4.3、休業率2.9）と比較すると、度数率は約4倍、休業率は約6倍と
　なっており、身体機能が低いほど、労働災害の発生率、発生した場合の重症化率
　は高い傾向にある。ただし、大切なことは「5～ 9点」の人は働いてはいけない、
　というわけではなく、これも一因として働き方を一緒に考えましょう、と納得し
　てもらうための資料として活用しているところである※1,2。

※度数率は100万時間当たりの労働災害発生率、4日以上の休業千人率は、復帰に日数がかかった重症化率として考えた。
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事例6

②ご本人の気づき
セルフチェックを実施することによって、転倒リスクの気づきが生まれる。次

　のとおり健康に向けたポジティブな行動にもつながっている。セルフチェック
　実施の感想は、全派遣社員に隔月の社内報を通じて広報している。以下社内報よ
　り抜粋※1,2。
　・乗務前は、朝礼でヤマト体操をしている。(兵庫支店)
　・どの程度出来ているのか、数値で確認するのは良いと思いました。(岩手支店)
　・業務終了後の軽いスクワットを転倒防止策として行いたいと思います。(京都支店)
　・自覚していない神経反射がだいぶ弱っていて、衰えを自覚しました。(宮城支店)
　・転倒リスクチェックを受けて家でも少しやれる運動をはじめました。(東京北支店)
　・体力の衰えは自分が思うより、遥かに進みが速い事に気が付きます。(四国支店)
　・頭と体が違うのがやってわかりました、エア縄跳びをやりはじめました。(愛知支店)
 ・案外簡単にできました!継続は力なりなので、ストレッチ頑張ります!(鹿児島支店)

（8）課題
①理解を得る
・取り組みを行っている中で、一番大変なのは派遣社員の方にセルフチェックを
 実施する意味を理解していただくことである。派遣社員全員がセルフチェック

　  の目的や意味を理解していただき、体操やストレッチを実施していただけると
　  ころまでは、まだ到達できていない。労働災害が起きると意識が高まるという 
 状況である。

　・セルフチェックの点数が悪いと、派遣契約の更新に影響があるのでは、と考え
　  る方もおられる。繰り返し、安全で長く勤めていただくためにセルフチェック 
　 を実施していることを伝えているが、自分の身体はまだ大丈夫だからとセ 
ルフチェックに難色を示される方がおられる。まずは派遣社員が所属している
配送センター等の所長にリスクを理解していただけないと、ご本人まで理解し
ていただけない。

②実施場所の確保
・セルフチェックは、派遣社員が所属している配送センター等で実施している
が、配送センター等の施設の状況によっては、実施場所の確保が難しく構内で

　 作業をしている中でセルフチェックを行わざるを得ないことがある。
　・セルフチェックの実施に難色を示される方の中に、恥ずかしいという人がいる。
 実施場所の確保の関係で、配送センター等の構内で、その他の社員が作業で往
 来している中、一人だけセルフチェックを行っている状況が理由と考えられる。
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事例6

①説明動画の制作
セルフチェックの実施方法やこれまでのノウハウを、分かりやすくまとめた

　動画を制作中である。
②体操・ストレッチの実施者を増やす
　　体操・ストレッチの実施者を増やすため、これまでは2ステップの改善はこうい
　う体操・ストレッチがいいと説明してきたが、この他に、例えば膝痛はこの体操・ス
トレッチがいいなど、痛みやコリ改善のために体操・ストレッチがよく、さらには
労働災害防止にもなることを、これから提案していきたい。
③ハッピーリタイアに向けて
セルフチェックは実施することだけが目的ではなく、セルフチェックをきっか

　けとして転倒災害を含めた労働災害を防止し、できるだけ長く健康で働き続け、良
　い意味で現場を退ける「ハッピーリタイア」をしていただける職場環境づくりを、
　これからも進めていくこととしている。
　　そのために、今後も定期的にセルフチェックを実施していくこととしており、セ
ルフチェックを受けていただくのは、なぜならばを伝えて、実施する側、実施して
いただく側の双方で理解して、風化させずに続けることが重要だと考えている。
データを蓄積していくことによって、より取り組みが進んでいくと思われる。

（9）今後の取り組み

４ 当事例を自社で導入するには

　会社を上げて転倒災害防止に力を入れているところであるが、まだまだ道半ばで、
取り組みを始めて3年目（2025年時点）となるが、試行錯誤をしながら行っていると
ころである。

セルフチェックなどの転倒災害防止に向けて取り組みの開始時は、なぜこの取り組みを
行うのかを、実施する側、実施していただく側の双方で理解をするため、上記「３（５）①、②」
のとおり、計画の作成、進捗確認、電話での確認、研修会の開催、パンフレットの作成、
「３（７）①」のとおり実施データを分析し結果を周知、「３（７）②」のとおり、社内報での実施
者の感想の掲載等、様々な機会をとらえて、啓発活動をする必要がある。
　さらに、実施する側の立場となり、また労働災害を発生させないとの想いを持って、一人
一人に真摯に向き合うことで、その熱意が伝わり、実施する側の理解や意識が高まると考え
られる。
　定期的な情報発信、話し合いやイベントの開催（３（６)①労災川柳）など、取り組みを風化
させないよう工夫して継続することが大切である。
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巻末資料

１ 転倒等リスク評価セルフチェック票（入力用 厚生労働省）
マイクロソフト・エクセルに、質問票（身体的特性）の回答と身体機能計測結果を入力す

　ると、セルフチェック結果として、レーダーチャートと結果の評価が自動作成されます。
　またファイル内の別のシート「記録簿」にワンクリックで転記する機能もあります。

２ 転倒等リスク評価セルフチェック票（解説 厚生労働省）
　　質問票（身体的特性）、身体機能計測の測定方法と評価方法、そしてレーダーチャートの
　見方の解説です。

３ 身体機能計測のポイント等を解説する動画（中央労働災害防止協会）
　　用意する物、実施上の注意、意識調査の評価方法、体力チェックの実施ポイント・測定の
　ポイント、評価について解説する動画です（すべて再生：約21分）。

４ 毎日3分でできる「転びにくい体をつくる職場エクササイズ」（厚生労働省）
　　職場における転倒・腰痛予防対策の動画で、小売業向け、社会福祉施設向け、飲食店向け
　があります。

５ 転倒防止リーフレット（厚生労働省）
　◆「中高年齢の女性を中心に」
　◆「基本」

６ SAFEコンソーシアム（厚生労働省）
　　厚生労働省では、労働者の健康・安全のための「SAFEコンソーシアム」の活動の一環と
　して、労働災害防止に向けた取組の優良事例を表彰する「SAFEアワード」を実施しています。
　　令和5年度は、「転倒災害防止部門」、「腰痛予防部門」、「安全な職場づくり部門」、「エイ
　ジフレンドリー部門」、「企業等間連携部門」の５つの表彰部門を設け、一般投票等を経て
　部門ごとにアワードの受賞者を決定します。

該当項目を
クリックすると
移動します

移動先から戻るには
キーボードの
 Alt   +  ←
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マイクロソフト・エクセル（以下の図）に、質問票（身体的特性）の回答と身体機能計測結果
を入力すると、セルフチェック結果として、レーダーチャートと結果の評価が自動作成され
る。またファイル内の別のシート「記録簿」にワンクリックで転記する機能もある。

１ 転倒等リスク評価セルフチェック票（入力用 厚生労働省）

ダウンロード先：https://www.mhlw.go.jp/content/001195436.xlsm
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　質問票（身体的特性）、身体機能計測の測定方法と評価方法、そしてレーダーチャートの見
方の解説です。

２ 転倒等リスク評価セルフチェック票（解説 厚生労働省）

ダウンロード先：https://www.mhlw.go.jp/content/001195415.pdf
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身体的要因の対策例
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　用意する物、実施上の注意、意識調査の評価方法、体力チェックの実施ポイント・測定のポ
イント、評価について解説する動画です（すべて再生：約21分）。

３ 身体機能計測のポイント等を解説する動画（中央労働災害防止協会）

URL：https://www.jisha.or.jp/order2023/korobi/
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　職場における転倒・腰痛予防対策の動画で、小売業向け、社会福祉施設向け、飲食店向けが
あります。

４ 毎日3分でできる「転びにくい体をつくる職場エクササイズ」（厚生労働省）

URL：https://www.youtube.com/watch?v=9oYD_wKjtos&t=5s
◆小売業向けエクササイズ動画

URL：https://www.youtube.com/watch?v=of4zV7iKiG8&t=1s
◆社会福祉施設向けエクササイズ動画

URL：https://www.youtube.com/watch?v=RblXOqt7tpg

https://safeconsortium.mhlw.go.jp/movie/

◆飲食店向けエクササイズ動画

職場における転倒・腰痛予防対策動画
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◆「中高年齢の女性を中心に」

５ 転倒防止リーフレット（厚生労働省）

ダウンロード先：https://www.mhlw.go.jp/content/001270393.pdf

◆「基本」
ダウンロード先：https://www.mhlw.go.jp/content/001101746.pdf
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　厚生労働省では、労働者の健康・安全のための「SAFEコンソーシアム」の活動の一環とし
て、労働災害防止に向けた取組の優良事例を表彰する「SAFEアワード」を実施しています。
　令和5年度は、「転倒災害防止部門」、「腰痛予防部門」、「安全な職場づくり部門」、「エイジ
フレンドリー部門」、「企業等間連携部門」の５つの表彰部門を設け、一般投票等を経て部門
ごとにアワードの受賞者を決定します。

６ SAFEコンソーシアム（厚生労働省）

URL：https://safeconsortium.mhlw.go.jp/award/
◆SAFEアワードページ

URL：https://safeconsortium.mhlw.go.jp/sc/pdf/award/award2023_entrylist.pdf
◆令和5年度SAFEアワード取組事例集

URL：https://safeconsortium.mhlw.go.jp/sc/pdf/award/award2022_entrylist.pdf
◆令和４年度SAFEアワード取組事例集
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令和７年３月制作
特別民間法人 中央労働災害防止協会 教育ゼロ災推進部
https://www.jisha.or.jp/ TEL.03-3452-6389
〒108-0014 東京都港区芝5-35-2

ページデザイン 株式会社アルファクリエイト

～転倒しにくい身体づくり～

    倒による
労働災害防止の取組み

好 事 例 集

転
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